
（平成２２年10月20日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 30 件

厚生年金関係 30 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認鹿児島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



鹿児島厚生年金 事案 537 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額につ

いては、平成４年２月から同年９月までは 20万円、同年 10月から５年４月ま

では 22万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月１日から５年５月１日まで 

平成 22 年４月の年金事務所からの連絡により、Ａ社における私の厚生年

金保険の標準報酬月額に係る記録が、私の退職した後になって、事実に反し

てこれを引き下げる訂正が行われている可能性のあることを知った。 

私は申立期間当時、月額に換算して約二十数万円の給与をもらっており、

また、同社での給与は上がることはあっても、下がることはなかった。 

申立期間について、遡及
そきゅう

訂正前の標準報酬月額であったことを認め、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立期間の標準報酬月額について、当初、平成４年２

月から同年９月までは 20万円、同年 10月から５年４月までは 22万円と記録

されていたところ、申立人の資格喪失日後で、かつ、申立事業所が適用事業所

でなくなった日（平成５年５月 31日）の後の６年１月 25日付けで、申立期間

のすべてについて、さかのぼって 18 万円に引き下げられていることが確認で

きる。 

また、オンライン記録では、申立人と同様に、いったん入力されていた申立

期間当時の元同僚 19 人における平成４年 10 月の標準報酬月額が、６年１月

25 日になって、さかのぼって引き下げられているほか、申立期間当時の元事

業主を含む元役員５人全員における各被保険者の３年 11 月から５年４月まで

の標準報酬月額も、５年 12 月６日になって、さかのぼって引き下げられてい



ることが確認できる。 

さらに、商業登記簿謄本では、申立人が申立事業所の役員ではなかったこと

が確認できる上、申立人は、元事業主から標準報酬月額を引き下げる旨の説明

を受けたことはもとより、これに同意したことも無く、平成 22 年４月になっ

て初めて知ったと供述していることを踏まえると、上記の遡及
そきゅう

訂正処理につい

て、申立人が関与した事実は認められない。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所がこのような処理を行う合理

的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められな

いことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会

保険事務所に当初届け出た標準報酬月額（平成４年２月から同年９月までは

20 万円、同年 10 月から５年４月までは 22 万円）に訂正することが必要であ

る。 

 

  



鹿児島厚生年金 事案 538 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社に係る被保険者記録は、平成６年４月１日に資格を取得し、現

在まで被保険者資格を継続しているが、当該期間のうち、19 年６月８日に支

給された賞与（24 万 7,480 円）について賞与支払届が提出されていないこと

が確認できるところ、事業主は、厚生年金保険法（以下「法」という。）第 81

条の２の規定に基づく申出を行ったと認められ、申立期間の保険料徴収が免

除されることから、申立人のＡ社における申立期間に係る標準賞与額を 24万

7,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年６月８日 

    私は、平成６年４月１日からＡ社に勤務し、19年４月 13日から 20年２

月 14日までの 10か月間育児休業を取得していたが、この育児休業期間中の

19年６月８日に支給された賞与について、事業主から社会保険事務所（当

時）に賞与支払届が提出されていなかった。 

    厚生年金保険の記録については、賞与支払届を提出し、訂正が行われても、

時効により年金額に反映されないので、申立期間の標準賞与額に係る記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された平成 19 年分の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳の写し及び

厚生年金基金に提出した賞与支払届（控え）の写しにより、申立人は、同年

６月８日に申立事業所から賞与の支払いを受けていることが確認できる。 

   また、オンライン記録によると、事業主は、法第 81条の２の規定に基づく、

育児休業期間中の厚生年金保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認でき

る。 

   さらに、法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の申出があった場合

は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料については、徴収が行われな



いことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の厚生年金保険被保険者賞与

支払届の届出が行われておらず、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   加えて、Ａ厚生年金基金の記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は 24

万 7,000円となっていることが確認できる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、事業主から提出さ

れた所得税源泉徴収簿兼賃金台帳の写しにおける当該賞与額から、24万 7,000

円とすることが妥当である。 

 

  



鹿児島厚生年金 事案 539 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 14年７月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 28万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年６月 30日から同年７月１日まで 

私は平成 11年２月から 14年６月までの間、Ａ社に継続して勤務していた

にもかかわらず、申立期間１か月の厚生年金保険の加入記録が無い。 

しかし、私が保管している給与所得の源泉徴収票等には、私の退職年月日

が平成 14年６月 30日と記載されていることなどから、厚生年金保険の資格

喪失日はその翌日の同年７月１日となるべきである。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録では、申立人が平成 11年２月１日から 14年６月 30日まで

の間、Ａ社に勤務していたことが確認できる。 

また、申立事業所が保管する給与所得に対する所得税源泉徴収簿では、申立

事業所が、申立人の平成 14 年６月分の給与から、厚生年金保険料を含む社会

保険料を控除していることが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間における厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立事業所における平

成14年５月の社会保険事務所(当時)の記録から28万円とすることが妥当であ



る。 

なお、申立人に係る申立期間の保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、申立事業所では、社会保険料については口座振替による納付を励行して

いることから、申立期間における申立人の保険料も納付したはずであるなどと

主張しているが、申立事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者資

格喪失確認通知書では、当該事業所が、申立人の資格喪失日について、オンラ

イン記録どおりの平成14年６月30日付けとして届け出ていることが確認でき、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず(社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。)、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

  



鹿児島厚生年金 事案 540 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消した上

で、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の当該期間に係る標準賞与額を 34万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

    私は、申立期間の賞与について、Ａ社から厚生年金保険料を控除されてい

るにもかかわらず、標準賞与額に係る記録が無い。 

    今回、私は、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを示す

資料を添え、申立事業所を通じて申立てを行うので、当該期間の標準賞与額

に係る記録を訂正してほしい。  

    なお、現在の申立期間の標準賞与額については、申立事業所が平成 22 年

３月 23 日に、事務処理の誤りを理由として改めて届け出を行い、年金事務

所で記録が訂正されたものの、既に時効となっているとして、私の年金給付

には反映しない記録のままとなっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する冬季賞与支払台帳では、申立人は申立期間において当

該事業所から賞与の支払いを受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが確認できる。 

そして、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び



申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内とされていることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、前述の冬季賞与支払台帳か

ら確認できる厚生年金保険料額から 34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届総括

表では、当該事業所が、申立期間に係る賞与を支払っていない旨の届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



鹿児島厚生年金 事案 541 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消した上

で、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の当該期間に係る標準賞与額を 24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

    私は、申立期間の賞与について、Ａ社から厚生年金保険料を控除されてい

るにもかかわらず、標準賞与額に係る記録が無い。 

    今回、私は、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを示す

資料を添え、申立事業所を通じて申立てを行うので、当該期間の標準賞与額

に係る記録を訂正してほしい。  

    なお、現在の申立期間の標準賞与額については、申立事業所が平成 22 年

３月 23 日に、事務処理の誤りを理由として改めて届け出を行い、年金事務

所で記録が訂正されたものの、既に時効となっているとして、私の年金給付

には反映しない記録のままとなっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する冬季賞与支払台帳では、申立人は当該事業所から賞与

（24 万円）の支払いを受け、当該賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届総括

表では、当該事業所が、申立期間に係る賞与を支払っていない旨の届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞



与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



鹿児島厚生年金 事案 542 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消した上

で、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の当該期間に係る標準賞与額を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

    私は、申立期間の賞与について、Ａ社から厚生年金保険料を控除されてい

るにもかかわらず、標準賞与額に係る記録が無い。 

    今回、私は、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを示す

資料を添え、申立事業所を通じて申立てを行うので、当該期間の標準賞与額

に係る記録を訂正してほしい。  

    なお、現在の申立期間の標準賞与額については、申立事業所が平成 22 年

３月 23 日に、事務処理の誤りを理由として改めて届け出を行い、年金事務

所で記録が訂正されたものの、既に時効となっているとして、私の年金給付

には反映しない記録のままとなっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する冬季賞与支払台帳では、申立人は当該事業所から賞与

（20 万円）の支払いを受け、当該賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届総括

表では、当該事業所が、申立期間に係る賞与を支払っていない旨の届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞



与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



鹿児島厚生年金 事案 543 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消した上

で、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の当該期間に係る標準賞与額を 26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

    私は、申立期間の賞与について、Ａ社から厚生年金保険料を控除されてい

るにもかかわらず、標準賞与額に係る記録が無い。 

    今回、私は、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを示す

資料を添え、申立事業所を通じて申立てを行うので、当該期間の標準賞与額

に係る記録を訂正してほしい。  

    なお、現在の申立期間の標準賞与額については、申立事業所が平成 22 年

３月 23 日に、事務処理の誤りを理由として改めて届け出を行い、年金事務

所で記録が訂正されたものの、既に時効となっているとして、私の年金給付

には反映しない記録のままとなっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する冬季賞与支払台帳では、申立人は申立期間において当

該事業所から賞与の支払いを受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが確認できる。 

そして、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び



申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内とされていることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、前述の冬季賞与支払台帳か

ら確認できる厚生年金保険料額から 26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届総括

表では、当該事業所が、申立期間に係る賞与を支払っていない旨の届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



鹿児島厚生年金 事案 544 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消した上

で、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の当該期間に係る標準賞与額を 28万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

    私は、申立期間の賞与について、Ａ社から厚生年金保険料を控除されてい

るにもかかわらず、標準賞与額に係る記録が無い。 

    今回、私は、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを示す

資料を添え、申立事業所を通じて申立てを行うので、当該期間の標準賞与額

に係る記録を訂正してほしい。  

    なお、現在の申立期間の標準賞与額については、申立事業所が平成 22 年

３月 23 日に、事務処理の誤りを理由として改めて届け出を行い、年金事務

所で記録が訂正されたものの、既に時効となっているとして、私の年金給付

には反映しない記録のままとなっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する冬季賞与支払台帳では、申立人は当該事業所から賞与

（28 万円）の支払いを受け、当該賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届総括

表では、当該事業所が、申立期間に係る賞与を支払っていない旨の届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞



与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



鹿児島厚生年金 事案 545 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消した上

で、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の当該期間に係る標準賞与額を 26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

    私は、申立期間の賞与について、Ａ社から厚生年金保険料を控除されてい

るにもかかわらず、標準賞与額に係る記録が無い。 

    今回、私は、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを示す

資料を添え、申立事業所を通じて申立てを行うので、当該期間の標準賞与額

に係る記録を訂正してほしい。  

    なお、現在の申立期間の標準賞与額については、申立事業所が平成 22 年

３月 23 日に、事務処理の誤りを理由として改めて届け出を行い、年金事務

所で記録が訂正されたものの、既に時効となっているとして、私の年金給付

には反映しない記録のままとなっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する冬季賞与支払台帳では、申立人は申立期間において当

該事業所から賞与の支払いを受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが確認できる。 

そして、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び



申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内とされていることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、前述の冬季賞与支払台帳か

ら確認できる厚生年金保険料額から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届総括

表では、当該事業所が、申立期間に係る賞与を支払っていない旨の届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



鹿児島厚生年金 事案 546 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消した上

で、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の当該期間に係る標準賞与額を 26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

    私は、申立期間の賞与について、Ａ社から厚生年金保険料を控除されてい

るにもかかわらず、標準賞与額に係る記録が無い。 

    今回、私は、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを示す

資料を添え、申立事業所を通じて申立てを行うので、当該期間の標準賞与額

に係る記録を訂正してほしい。  

    なお、現在の申立期間の標準賞与額については、申立事業所が平成 22 年

３月 23 日に、事務処理の誤りを理由として改めて届け出を行い、年金事務

所で記録が訂正されたものの、既に時効となっているとして、私の年金給付

には反映しない記録のままとなっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する冬季賞与支払台帳では、申立人は申立期間において当

該事業所から賞与（26 万円）の支払いを受け、当該賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届総括

表では、当該事業所が、申立期間に係る賞与を支払っていない旨の届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞



与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



鹿児島厚生年金 事案 547 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消した上

で、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の当該期間に係る標準賞与額を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 62年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

    私は、申立期間の賞与について、Ａ社から厚生年金保険料を控除されてい

るにもかかわらず、標準賞与額に係る記録が無い。 

    今回、私は、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを示す

資料を添え、申立事業所を通じて申立てを行うので、当該期間の標準賞与額

に係る記録を訂正してほしい。  

    なお、現在の申立期間の標準賞与額については、申立事業所が平成 22 年

３月 23 日に、事務処理の誤りを理由として改めて届け出を行い、年金事務

所で記録が訂正されたものの、既に時効となっているとして、私の年金給付

には反映しない記録のままとなっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所が保管する冬季賞与支払台帳では、申立人は当該事業所から賞与

（20 万円）の支払いを受け、当該賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立事業所が保管している健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届総括

表では、当該事業所が、申立期間に係る賞与を支払っていない旨の届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞



与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



鹿児島厚生年金 事案 548 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 549 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 550 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 551 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 552 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 553 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 554 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 555 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 556 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 557 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 558 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 559 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 560 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



鹿児島厚生年金 事案 561 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 562 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 563 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 564 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 565 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 566 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 10万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、申立期間の訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 26日 

    私は、平成 18年 12月 26日に、申立事業所から賞与 10万円を支給され、

これに見合う厚生年金保険料が控除された。しかし、事業主が社会保険事

務所（当時）に提出した賞与支払届の賞与額に誤りがあったため、私の年

金記録は、間違った賞与額となっているので、申立期間の標準賞与額に係

る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間の標準賞与額は１万円となっている。 

   しかし、申立事業所が保管する「平成 18年分賃金台帳」により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（10 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、誤った金額による賞与支払届を提出したことを認めている上、

事業主が保管している健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に

よると、申立人に係る標準賞与額は１万円と記載されていることから、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準賞与額に基づく納入告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



鹿児島厚生年金 事案 567 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年３月ごろから同年 11月ごろまで 

私は、申立期間中、Ａ社という事業所に勤務していたにもかかわらず、厚

生年金保険の加入記録が無い。 

しかし、私は、申立事業所の正社員として間違いなく勤務していたので、

厚生年金保険に加入していたはずである。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録では、申立人が、申立期間に当たる昭和 60年３月 11日から

同年10月20日までの間、Ａ社という事業所で勤務していたことが確認できる。 

   しかし、オンライン記録では、Ａ社という名称の事業所が厚生年金保険の適

用事業所として確認できない。 

   また、申立事業所の元代表者は、「申立期間当時の従業員数は３、４人程度

であり、また、申立事業所は、開設期間を通じて適用事業所ではなかった。」

と供述しているところ、オンライン記録では、この元代表者は、申立期間をす

べて含む昭和 55年４月から平成 10年 12月までの間、国民年金保険料を納付

していることが確認できる。 

   さらに、申立人が挙げた元同僚のうちの一人から聴取したものの、申立てに

関する供述等を得られない。 

   加えて、Ｂ市では、申立人が申立期間をすべて含む昭和 58年３月 28日から

61年８月２日までの間、国民健康保険に加入している旨回答している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で



きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



鹿児島厚生年金 事案 568 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 12月１日から 13年８月１日まで 

    申立期間に係る標準報酬月額は、私がＡ社から実際に受け取っていた給与

額より低額となっている。 

    私は、申立期間の一部（６か月分）を含む９か月分の給与支給明細書を持

っており、申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除したと認められる厚生年金保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内とされていること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要

否を判断することとなる。 

   申立期間のうち、平成 10 年４月、同年５月、11 年５月及び 12 年４月から

同年６月までの計６か月間については、申立人が保管する給与明細書により、

厚生年金保険料控除額が確認できるものの、当該保険料控除額に見合う標準

報酬月額は、いずれも、給与支給総額に見合う標準報酬月額に比べ低くなっ

ているとともに、オンライン記録上の標準報酬月額と一致していることが確

認できる。 

   また、申立期間のうち、申立人が給与明細書を保管していた６か月以外の期

間については、申立人が事業主により給与から控除されていた厚生年金保険



料額を確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほか、当該期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

   さらに、申立人が挙げた元同僚は、Ａ社に係る給与明細書等を保管しておら

ず、申立内容を裏付ける証言等を得ることができない上、他の同僚は、同社

に係る標準報酬月額の記録は、実際に受け取っていた給与額と一致している

と証言している。 

加えて、Ａ社は、平成 19 年５月１日付けで全喪しており、同社のグループ

会社として現存するＢ社では、Ａ社に係る賃金台帳等関係資料を保管していな

いことなどから、申立期間における申立人の厚生年金保険料の控除額等は不明

としている。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 

 


